
例えば、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、たすけあい事業、ふれあい昼⾷

会など。

〈「事業所」欄〉

具体的な「サービス種別」及び当該サービス提供を⾏う「事業所名」を記載する。また、地域、

介護保険以外の公的サービスが担う部分についても明記する。

〈「期間」欄〉

「期間」は、「⽀援内容」に掲げた⽀援をどの程度の「期間」にわたり実施するかを記載する（「○

か⽉」「○⽉○⽇∼○⽉○⽇」など記載する）。

なお、「期間」の設定においては「認定の有効期間」も考慮するものとする。

また、「⽀援内容」に掲げたサービスをどの程度の「頻度（⼀定期間内での回数、実施曜⽇等）」

で実施するか提案があれば記載する。

〈「総合的な⽅針（⽣活不活発病の改善・予防のポイント）」欄〉

記載された「⽬標とする⽣活」や「⽬標」について、利⽤者や家族、計画作成者、各サービス担

当者が⽣活不活発病の改善・予防に向けて取り組む共通の⽅向性や特別に留意すべき点、チーム

全体で留意する点などを記載する。

〈「必要な事業プログラム」欄〉

基本チェックリストの該当項⽬数から、プログラムごとのチェックリストの項⽬数を分⺟にし、

該当した項⽬数を分⼦として、その数字を「�／�」のように枠内に記⼊する。また、介護予防特

定⾼齢者施策では、その判断基準から参加することが望まれると考えられるプログラムの枠内の

数字に○印を付ける。（本⽂の「1.4.3介護予防事業の対象者」の⾴を参照）

〈「地域包括⽀援センターの意⾒・確認印」欄〉

予防給付の場合で、居宅介護⽀援事業者が介護予防⽀援事業者である地域包括⽀援センターか

らの委託を受けて⾏う場合に本欄を使⽤する。この場合、その介護予防⽀援の最終的な責任主体

である地域包括⽀援センターは、介護予防サービス計画が適切に作成されているかを確認する必

要がある。

このようなことから、委託された居宅介護⽀援事業者は、介護予防サービス計画原案を作成し、

介護予防サービス計画書について地域包括⽀援センターの確認を受ける必要があり、その際に、

本欄に確認をした地域包括⽀援センターの担当者がその⽒名を記載する（地域包括⽀援センター

の担当者がサービス担当者会議に参加する場合には、サービス担当者会議の終了時に介護予防

サービス計画原案の確認を⾏っても差し⽀えない）。

この確認を受けた後に、利⽤者に最終的な介護予防サービス計画原案の説明を⾏い、同意を得

ることとなる。

〈「計画に関する同意」欄〉

介護予防サービス計画原案の内容を利⽤者・家族に説明を⾏った上で、利⽤者本⼈の同意が得

られた場合、利⽤者に⽒名を記⼊してもらう。この場合、利⽤者名を記⼊した原本は、事業所にお

いて保管する。

181

MKPCE
長方形

MKPCE
テキストボックス
７


